
第７ 公営企業の業務状況について

県が独立採算制を原則とする企業的色彩の強い事業を実施する場合は､ 法令により企業会計を設けて

経理しています｡

県には病院事業､ 電気事業､ 工業用水道事業､ 及び観光施設事業の 企業会計がありましたが､ 平成

年度末で公営企業としての観光施設事業を廃止したことにより､ 現在は 企業会計となっています｡

企業会計には､ 公共の福祉の増進を目的とするとともに企業の経済性を発揮することが要請されてお

り､ その経理の方式も､ 事業活動によって生ずる料金等の収益や人件費､ 物件費その他の諸経費等につ

いては ｢収益的収支｣ として､ 施設､ 設備等の整備に関する収支については ｢資本的収支｣ として区分

経理し､ また､ すべての収益及び費用をその発生の事実に基づいて経理する発生主義を採用する等の点

で､ 一般会計や特別会計と異なっています｡

一 青森県病院事業会計

１ 事業の概要

県立病院は､ 平成 年３月 日現在､ 病床数 床で､ 内訳は中央病院 床､ つくしが丘病院

床となっており､ それぞれ県内の基幹病院として重要な役割を果たしています｡

平成 年度下半期における診療実績は第 表のとおりですが､ 前年度同期と比較しますと､ 延べ

患者数において中央病院は 人､ ％減少し､ つくしが丘病院は 人､ ％減少しました｡





２ 経理の状況

平成 年度病院事業会計損益計算書

(平成 月４月１日から平成 年３月 日まで)

(単位 千円)

支 出 の 部 収 入 の 部

医 業 費 用 医 業 収 益

医業外費用 医業外収益

当年度純損失

計 計

平成 年度病院事業会計貸借対照表

(平成 年３月 日現在)

(単位 千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債

流 動 資 産 流 動 負 債

繰 延 勘 定 負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資本剰余金

欠 損 金 △

資 本 合 計

資 産 合 計 負債資本合計





３ 平成 年度の予算の概要

〔第 表〕

(単位 千円)

区 分
平 成 年 度

当 初 予 算 額

平 成 年 度

当 初 予 算 額

前 年 度 比

増 減 比 較

(収益的収入)

第１款 中 央 病 院 事 業 収 益

第１項 医 業 収 益

第２項 医 業 外 収 益

第２款 つくしが丘病院事業収益

第１項 医 業 収 益

第２項 医 業 外 収 益

第３款 本 局 事 業 収 益

第１項 医 業 外 収 益

(収益的支出)

第１款 中 央 病 院 事 業 費 用

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 予 備 費

第２款 つくしが丘病院事業費用

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 予 備 費

第３款 本 局 事 業 費 用

第１項 医 業 費 用

(資本的収入)

第１款 中 央 病 院 資 本 的 収 入

第１項 負 担 金

第２項 企 業 債

第２款 つくしが丘病院資本的収入

第１項 負 担 金

第２項 企 業 債

第３項 補 助 金

(資本的支出)

第１款 中 央 病 院 資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 償 還 金

第２款 つくしが丘病院資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 償 還 金

―

―

―

―

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

％

△

皆増

△

皆増



二 青森県電気事業会計

１ 事業の概要

今期の発電状況は､ 供給実績が契約電力量に対して ％となっており､ 前年度同期と比較

しますと ％の増､ 年度計では ％の減となっています｡

第 表 発 電 実 績 表

区分

月別
契約電力量
Ａ

当初予算計上
収 入 見 込
電力量 Ｂ

供給電力量
Ｃ

対 比 契 約
電力料金
Ｄ

予算計上
電力料金
Ｅ
実績収入料金

Ｆ

対 比

Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ Ｆ／Ｄ Ｆ／Ｅ

上半期合計

月

月

月

１ 月

２ 月

３ 月

下半期合計

計

％ ％ 千円 千円 円 ％ ％



２ 経理の状況

平成 年度電気事業会計損益計算書

(平成 年４月１日から平成 年３月 日まで)

(単位 千円)

支 出 の 部 収 入 の 部

営 業 費 用 営 業 収 益

財 務 費 用 財 務 収 益

営業外費用 営業外収益

当年度純利益

計 計

平成 年度電気事業会計貸借対照表

(平年 年３月 日現在)

(単位 千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債

流 動 資 産 流 動 負 債

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

資 産 合 計 負債資本合計

資 産

固定資産 ％ 流動資産 ％

負債 資 本

固定
負債
％

資 本 金 ％

流動負債 ％

収
入

支
出

営業収益 ％

営業費用 ％
当年度
純利益
％

財 務 費 用 ％

財務収益 ％

営業外費用 ％

剰余金 ％



円 円 円 円 円



３ 平成 年度の予算の概要

〔第 表〕

(単位 千円)

区 分
平 成 年 度

当 初 予 算 額

平 成 年 度

当 初 予 算 額

前 年 度 比

増 減 比 較

(収益的収入)

第１款 電 気 事 業 収 益

第１項 営 業 収 益

第２項 財 務 収 益

第３項 営 業 外 収 益

(収益的支出)

第１款 電 気 事 業 費 用

第１項 営 業 費 用

第２項 財 務 費 用

第３項 営 業 外 費 用

第４項 予 備 費

(資本的支出)

第１款 資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

％

△

△

△

△

△



三 青森県工業用水道事業会計

１ 事業の概要

今期の給水量状況は､ 当初見込みに対して ％となっており､ 前年度同期と比較しますと

％､ 年度計で比較しますと ％となっております｡

第 表 給 水 実 績 表

八戸工業用水道

六ケ所工業用水道

区分

月別

基 本 使 用 水 量
Ａ
特 定 使 用 水 量

Ｂ
減 免 使 用 水 量

Ｃ
料金対象使用水量
Ａ＋Ｂ－Ｃ

給 水 料 金

上 半 期 合 計

月

月

月

１ 月

２ 月

３ 月

下 半 期 合 計

計

円

区分

月別

基 本 使 用 水 量
Ａ
特 定 使 用 水 量

Ｂ
減 免 使 用 水 量

Ｃ
料金対象使用水量
Ａ＋Ｂ－Ｃ

給 水 料 金

上 半 期 合 計

月

月

月

１ 月

２ 月

３ 月

下 半 期 合 計

計

円



２ 経理の状況

平成 年度工業用水道事業会計損益計算書

(平成 年４月１日から平成 年３月 日まで)

(単位 千円)

支 出 の 部 収 入 の 部

営 業 費 用 営 業 収 益

営業外費用 営業外収益

当年度純利益 特 別 利 益

計 計

平成 年度工業用水道事業会計貸借対照表

(平成 年３月 日現在)

(単位 千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債

流 動 資 産 流 動 負 債

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

資 産 合 計 負債資本合計

収
入

支
出

営業収益 ％

営業費用 ％

資 産

固定資産 ％ 流動資産 ％

負債 資 本

資 本 金 ％ 剰余金
％

流動負債 ％

固定負債
％

営業外費用 ％ 当年度純利益
％

特別収益
％

営業外収益 ％



円 円 円 円 円



３ 平成 年度の予算の概要

〔第 表〕

(単位 千円)

区 分
平 成 年 度

当 初 予 算 額

平 成 年 度

当 初 予 算 額

前 年 度 比

増 減 比 較

(収益的収入)

第１款 八戸工業用水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第２款 六ケ所工業用水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

(収益的支出)

第１款 八戸工業用水道事業費用

第１項 営 業 費 用

第２項 営 業 外 費 用

第３項 予 備 費

第２款 六ケ所工業用水道事業費用

第１項 営 業 費 用

第２項 営 業 外 費 用

第３項 予 備 費

(資本的支出)

第１款 八戸工業用水道事業資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

第２款 六ケ所工業用水道事業資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

％

△

△

△

△

△

△

△


